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本研究の目的
研究の背景
オープン･イノベーション  (Chesbrough 2003,2006)が注目されてい
るが､ 定性的な調査が中心｡定量的研究も情報源に注目した限定的なも
のに限られている｡

本研究の目的と特徴
定量的調査による実態把握
２種類のOI(Chesbrough & Crowther､ 2006)に注目｡
外部の技術を導入するinboundオープン･イノベーション(以下

inbound OI)
自社の技術を外部に提供するoutboundオープン･イノベーショ

ン(以下､outbound OI) 
幅広い要因に注目
日韓での国際比較
両国間でのR&D活動､イノベーションの状況の比較

考慮する要因群
･技術変化
･外部知識源
･製品カテゴリの特性

･能力
　技術
　マーケティング

Inbound OIの成果

･R&D戦略

外部との関係
･外部からの信頼

OIのための技術獲得/提
供制度 Outbound OIの成果

･組織特性

･開発プロセス

外部要因

内部要因

関係要因

データ

日本での調査 韓国での調査
調査時期 2010年6月-7月 2010年6月-7月
調査対象 日本の製造業　従業員数100名以上 韓国の製造業　従業員数　50

名以上
発送数(回
答数/回収
率)

上場企業　　　　　　　　403名(43名/10.4%)
　うちR&D部門長　　　　300名(30名/10.0%)
　その他部門長(広報部など)103名(13名/12.6%)
非上場企業　　　　　　　712名(124名/10.0%)
　うちR&D部門長　　　　509名(99名/19.4%)
　その他部門長(広報部など)203名(25名/12.3%)
計　　　　　　　　　1,115名(167名/15.0%)

上場，非上場含めて　
　計1000社(250/25.0%)

調査方法 名簿で個人名が特定されているので，
郵送のみを行う｡

名簿では企業名しか特定されていないの
で，広報部などに送付し，電話で回答を
依頼｡無回答の場合，回答の依頼も電話
で行う｡



回答企業の業種分布と傾向スコアによる補正
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傾向スコア法 propensity score

以下の手続きで算出される傾向スコア (Rosenbaum and Rubin 
1983;星野 2009) が類似しているサンプルをマッチングさせる方法

日韓，二つのサンプルをプールして，回答したのが日本企業なのか，
韓国企業なのかを業種ダミー，従業員規模，消費者向けか否か，輸出
を行っているか否かを説明変数とした二項ロジット分析｡

推定されたパラメータから､サンプルが日本企業である確率を計算=傾
向スコア
これが近い企業=上記の変数(の組み合わせ)が類似している企業

日本企業167社に対して，韓国企業は250社｡韓国企業250社の中か
ら，日本企業167社に近い値をもつ企業を割り当て｡

分析の手順
測定尺度
導入した新製品の数　などはそのまま｡
｢吸収能力｣など直接観測不能な概念
これを測定するための項目を2-4項目設定｡リッカート尺度で回答してもらっ
た｡それらの収束妥当性を検討｡問題なかったので､単純に加算したものを比
較｡

実態把握
平均値の比較
分布の差異をある程度補正はできたが､それでも業種や規模の分布が異なる｡説明
変数として､国ダミー(韓国=0､日本=1)､業種ダミー､従業員規模ダミーを入れた
分析を行い､国ダミーが有意となった場合には両国での平均値の差があるとする｡

規定要因の比較
Inbound OIの成果
Outbound OIの成果
を従属変数として(ステップワイズ)回帰分析

実態の比較(外部知識源､外部環境､開発プロセス)



実態比較のまとめ
R&D等
日本　R&Dの割合､新製品数は多いが､売上に

占める新製品の割合､外部からの知識の貢献は低
い
韓国の方が外部とのR&Dへの研究支出が多い

外部知識源への評価
日本　ユーザー､大学
韓国　ユーザー､ベンチャー､子会社
同等　ユーザー

製品､業界の評価
日本　ユーザーによるイノベーション
韓国　技術の専有性
同等　カスタマイズ容易性､競争

開発プロセスの特徴
日本　クロスファンクショナル､開発プロセス

の事後レビュー
韓国　重量級リーダー
同等　ユーザーによる商品テスト､フロント

ローディング､開発に必要な情報量

能力､資源
日本　
韓国　マーケティング能力　吸収能力
同等　技術能力　

組織特性
日本　トップのリーダーシップ､ボトムアップ
&コンセンサス
韓国　NIH　

関係要因
信頼　　日本

R&Dパフォーマンス
韓国が高い

オープン･イノベーション
制度の整備についての評価は同等
Inbound, Outbound OIの成果ともに韓国の

方が評価が高い｡

日韓のInbound, Outbound OIのパフォーマンス

Inbound OI

相関=0.522

相関=0.367

OIパフォーマンスの規定要因
Inbound OIパフォーマンスの規定要因(回帰係数のt値)

横軸方向:日本､縦軸方向:韓国

注)赤い線は+/-　1.65(10%水準で有意となるt値)

オープン･イノベーションの
ための制度 
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外部との共同研究



Outbound OIパフォーマンスの規定要因(回帰係数のt値)
横軸方向:日本､縦軸方向:韓国
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分析結果(OIパフォーマンスの規定要因)
Inbound OI Outbound OI

両国とも
(+)

オープン･イノベーションのための制度 
吸収能力
外部との共同研究

オープン･イノベーションのための制度
技術資源
(外部知識源としての) ベンチャー

両国とも(-) 開発に必要な情報量

日本のみ
(+)

技術資源
(外部知識源としての)大学

個人の能力に依存した研究開発
特許の外部提供志向
(外部知識源としての)子会社 
金属､非鉄金属      機械

韓国のみ
(+)

外部から購入､M&A
ユーザーによる製品テスト

ユーザーによるイノベーション
マーケティング能力
(外部知識源としての)大学
開発プロセスの事後レビュー 
化学     その他製造業

日本のみ(-) 自社の研究所での研究開発
自社の事業部での研究開発

トップのリーダーシップ
運輸業

韓国のみ(-) (製品の)カスタマイズ容易性 (製品の)カスタマイズ容易性
フロントローディング
自社の研究所での研究開発

考察
日韓で共通して有意に説明する変数
オープン･イノベーションのための制度
日韓､inbound OI, outbound OI ともに正で有意となった｡OIの成果を向上させ
るためには(個人レベルでのつきあいではなく)公式的な組織･制度が必要｡

Inbound OIの成果
Chesbroughは外部知識の増加､流動化､さらには事例としても市場を利用したOI
を強調している｡しかし､日本､韓国では単に調達するだけではなく､｢外部との共
同研究｣を行ったものの方が成果が高い｡ただし､韓国では｢外部から購入､M&A｣
も有意となっており市場からの調達も成果を上げている｡
吸収能力､技術資産など企業の内部要因も重要である｡

Outbound OIの成果
(外部知識源としての) ベンチャーが有意｡　Chesbroughはベンチャーからの調
達を重視しているが､日韓では提供先として使われていることを示唆｡
日本　子会社が正｡　半オープン･イノベーション(濱岡　2007)
技術資源(能力)はともに正だが韓国についてはマーケティング能力も正｡技術を
外部に提供する体制がととのっている可能性が高い｡

まとめと今後の課題
知見
オープン･イノベーションについての包括的な日韓での国際比較
オープン･イノベーションやR&D全般について､韓国企業の方が肯
定的に回答していることがわかった｡実際に投入している新製品や
開発費の配分からもこれらのことが確認できた｡ 

オープン･イノベーションの規定要因を分析することによって､日韓
ともに有意な変数の多くが異なっており､オープン･イノベーション
といっても国によって様相が異なることがわかった｡

今後の課題
探索的な分析を行ったが､理論的な検討を行い､因果モデルとして実
証｡
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実態の比較( R&D支出に関する主要指標)

実態の比較(研究開発費の内訳)
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実態の比較( 2009年の売上に占める各新製品の割合)
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